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【論文要旨】
　この小論の目的は，ドイツにおける病院「プロセス原価計算」導入論（学説）の様々な展開にみ
るその制度上の根拠を明らかにする点にある。
　これまで別稿において，ドイッ病院原価計算へのプロセス原価計算の導入という事象を研究する
際，その具体的な論理つまり学説それ自体を分析対象に据えたうえで考察を加え，さらには，かか
る導入論の前提をなす1993年「医療保険構造法」に関する論攻をも吟味してきた。
　この小論では，ドイツ病院「プロセス原価計算」の制度性を導出するために，こうした考察・吟
味の結果を更に深めており，その結果，以下の点が解明されている。すなわち，ドイツにおける病
院原価計算へのプロセス原価計算導入論の研究に際しては，そのシステムの計算方法の優劣に根拠
が求められるだけではなく，むしろ，病院「プロセス原価計算」導入論という学説それ自体が必要
とされた誘因を明らかにすることが極めて重要である，という点である。かかる考察の過程を述べ
た後，最終的に，当該制度性の根拠の所在を解明するものである。
【キーワード】 「医療保険構造法」，「連邦看護料金命令」，「プロセス原価計算」，「症例一括概算額」，
「特別診療報酬」
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V［　プロセス原価計算の制度性　一むすび一
1　はしがき
　この小論の目的は，ドイッにおける病院「プロセス原価計算」導入論（学説）の様々な展開にみ
るその制度上の根拠を明らかにする点にある。
　原価計算研究上，その研究視角の設定を重視することは特に必要である。この研究視角の設定い
かんによっては，ことの本質を的確に把握できない危険性が生じかねない場合も存在する。ここで
は，人件費が原価の大きな割合を占めるといわれる病院における原価計算に研究領域を設定し，し
かも特にドイッにおける病院へのプロセス原価計算の導入論を取り扱うことにしたい。
　これまで別稿において，ドイッ病院原価計算へのプロセス原価計算の導入という事象を研究する
際，その具体的な論理つまり学説それ自体を分析対象に据えたうえで考察を加え1，さらには，か
かる導入論の前提をなす1993年「医療保険構造法」に関する論攻をも吟味してきた2。
　この小論では，こうした考察・吟味の結果を更に深めており，その結果，以下の点が解明されて
いる。すなわち，ドイッにおける病院原価計算へのプロセス原価計算導入論の研究に際しては，そ
のシステムの計算方法の優劣に根拠が求められるだけではなく，むしろ，病院「プロセス原価計算」
導入論という学説それ自体が必要とされた誘因を明らかにすることが極めて重要である，という点
である。これによって初めて，ドイッ病院「プロセス原価計算」の制度性を導出することができる
ことになるからである。
　以下，まずは問題提起と研究方法を設定し，次にドイッ病院「プロセス原価計算」の制度性が導
出されるに至る過程を提示する。そして最後に，当該制度性の根拠の所在を解明するものである。
皿　問題提起と研究方法
　病院へのプロセス原価計算導入論を研究対象としている，わが国におけるドイッ病院「プロセス
原価計算」導入論に関して現時点で確認できた唯一の先行研究を提示しておきたい。荒井耕（以下，
荒井と記す）の2000年の論攻「ドイッにおける病院プロセス原価計算論の展開」3である。この論
攻を検討する際，次のことが分析視点となった。第1に，病院へのプロセス原価計算導入論の契
機として1993年「医療保険構造法」に言及されているにもかかわらず，当該法律の内容には触れ
られていない点である。さらに病院におけるプロセス原価計算論が，「原則として償還目的ではな
く明らかに内部経営管理目的を主目的とした原価計算論」として位置づけられていることである。
とはいえ，荒井の示しているドイッの論者の見解には病院「プロセス原価計算」の根底に1993年
「医療保険構造法」の存在があることを重要視し，この点に検討の余地があることを見出した。そ
こで，病院「プロセス原価計算」の制度性を問題点として設定しているのである。
　この問題の検討のために，「原価計算の言語性」という研究視角を設定することにする。原価計
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算の言語性とは，原価計算が「写像」論として機能するのみならず，「創出」論としての機能を有
するとみなされることである。この「写像」論としての機能および「創出」論としての機能が，こ
の小論において病院「プロセス原価計算」論を検討する際の分析視角をなすのである4。
　それでは，以上のような問題意識および研究視角をもって，病院「プロセス原価計算」の制度性
を考察していくことにする。まず，病院「プロセス原価計算」導入論の制度的背景を明らかにして
おきたい。
皿1病院「プロセス原価計算」導入論の制度的背景
　1　1993年「医療保険構造法」の素描
　1993年「医療保険構造法」の施行により医療保険制度に関する大規模な改革が行われたことが，
学説上，明らかにされている5。当該法律において，「総原価補償主義原則」の破棄と新たな診療報
酬の導入が規定されていることに注意をしておきたい。というのも，Friedrich　Keun（以下，
Keunと記す）によれば，病院の事前計算される総原価が，公的補助金および看護料金からの収入
によって補償されずに，「医療保険構造法」を通じて，医療上の給付に応じた収入の請求権を得る
ことが指摘されているからである6。ここでは，医療上の給付に応じた収入という点に特に注意し
ておきたい。Karl　Heinz　Tuschen（以下，　Tuschenと記す）は，「当該法律においては，ドイッ連
邦共和国の医療保険制度に関して，法的医療保険の支出をする際の抑制ならびに広範囲に及ぶ構造
上の変化が企図されている。この病院領域には，全ての範疇が含められることになる。」7と述べ，
1993年「医療保険構造法」施行の意図を示している。こうした当該法律の重要点に関する見解か
らは，この構造上の変化の一つが，上記の「総原価補償主義原則」の破棄および新たな診療報酬シ
ステムの導入にあると看取できる。
　かかる新たな診療報酬に関する規定が，1993年「医療保険構造法」における「病院財政法」第
17条第2a項においてなされている8。1993年「病院財政法」第17条第2a項において，「症例一括
概算額」，「特別診療報酬」，「部門看護料金」および「基礎看護料金」という枠組みが規定，さらに
概念が付与され，これらの看護料金への分類が義務付けられているのである。
　ここで，この1993年「医療保険構造法」における「病院財政法」第17条第2a項の条文を以下に
示しておくことにする。
「第16条第1文第1号に従う法律命令において，症例一括概算額及び一括計上された特別診
療報酬は，連邦統一的な価値関係の，遅くとも1996年1月1日以降，病院給付の計算の根
底に置かれなければならない標準をもって決定される。さらなる症例一括概算額および一括
計上された特別診療報酬の協定は，第18条第1項第2文に従う関係者を通じて可能であ
る。それ以上に出て，第18条第2項に従う契約当事者は，新たな一括計上された診療報酬
の展開動向に関する時間上限定されたモデル計画の協定を行うことができる。症例一括概算
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額を以って，ある特定の給付に関する病院の全ての給付の報酬が支払われる。病院によって
給付単位原価計算された予算は，看護料金交渉に関して部門関連的に分類されなければなら
ない。症例一括概算額または特別診療報酬を通じて報酬が支払われない病院の給付の報酬支
払に関しては，部門看護料金が医療上および看護上の給付に関する診療報酬と，さらに基礎
看護料金が医療上または看護上の活動を通じて惹起されない給付に関する診療報酬とが定め
られなければならない。」9
　このように，新たな診療報酬システムが，規定されていることを看取することができるのである。
　以下では，Keunによって，新たな診療報酬の導入の実現を可能にしたと位置づけられている
1995年「連邦看護料金命令」を取り上げることにする。
　2　1995年「連邦看護料金命令」の特徴
　前出のKeunは，1993年「医療保険構造法」によって転換がおこなわれ，さらに1995年「連邦
看護料金命令」という追加条項を加えることを通じて，新たな診療報酬の導入が実現されたという
見解を示している10。Keunは，新たな診療報酬システムにおける「症例一括概算額」および「特
別診療報酬」を重視して記述している。さらに，「貢献関連的診療報酬システムの代わりに給付関
連的な診療報酬システムが，初めて接近方法に導入される」ことが示されている11。このKeunの
見解から，給付関連的な診療報酬システムの導入が初めて行われたことを看取できる点に注意して
おきたい。
　以上のKeunの見解により，「症例一括概算額」および「特別診療報酬」が，給付指向的に計算
されることが導出できる。さらに，Keunは，これらの算出方法を明らかにしている。すなわち，
新たな診療報酬システムの構成要素である「症例一括概算額」および「特別診療報酬」の説明であ
る。
「州次元によって協定が行われる診療報酬の高さを用いて連邦統一的な評価関係に基づく
『症例一括概算額』および一括計上される『特別診療報酬』。これは，単価を介した協定から
生じる。すなわち，医師に関する料金規定の場合のように，点数ごとのドイッマルク価値を
介して交渉される。単価は，（r症例一括概算額一覧』ないしは『特別診療報酬一覧』から見
て取れる）点数の合計で乗じられ，そしてその給付に関する診療報酬の高さが明らかにな
る。」12
　この説明により，「症例一括概算額」および「特別診療報酬」の金額が，州次元で協定が行われ
た単価を，連邦統一的な「症例一括概算額一覧」または「特別診療報酬一覧」による点数で乗じる
ことによって算出されることが明らかになるのである。ここでは，この州次元で協定が行われると
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いう点に注意をしておきたい。
　以上，1993年「医療保険構造法」および1995年「連邦看護料金命令」によって給付指向的な新
たな診療報酬が導入されたという，Keunの論理内容を確認した。
】V　病院「プロセス原価計算」導入論の展開
　1　病院原価計算の制度構造
　上述の「医療保険構造法」および「連邦看護料金命令」がどのような制度構造に位置しているの
であろうか。この点を明らかにするために，ドイッの病院原価計算の制度構造を，前出のKeunお
よびJoachim　HentzeとErich　Kehres（以下，　Hentze・Kehresを記す）の見解に則して検討する。
その際，1993年「医療保険構造法」および1995年「連邦看護料金命令」の施行がプロセス原価計
算導入の契機をなしている観点から，当該年代にかぎってその制度構造を明確にする。
　Keunは，商法上および税法上の規定ならびに地方自治体法上の規定を，一般的な規定に属する
ものとして分類し，これらに関して病院が負う義務を述べている。さらに，病院固有の規定とし
て，「医療保険構造法」，「病院簿記命令」，「病院財政法」，「連邦看護料金命令」，「区分命令」，「看
護職員規定」および「安定化法」を取り上げている。Keunは，医療保険制度上の改革とみなされ
る「医療保険構造法」という転換を中心に据えて，これらを取り上げている13。
　これに対して，Hentze・Kehresは，病院固有の規定として「病院財政法」を中心とした「連邦
看護料金命令」，「病院簿記命令」および「区分命令」を取り上げ，これらの規定間の関連性をより
強調して展開している14。
　以上により，病院には一般的な規定に属するものおよび病院特有の規定が存在することが看取で
きる。とりわけ，Hentze・Kehresが「連邦看護料金命令」を，入院中の病院給付の報酬規定およ
び予算と看護料金に関する規定であると位置づけている15点に注目しておきたい。
　以下では，プロセス原価計算それ自体を取り扱った論攻を取り上げ，その論点が検討されている。
　2　プロセス原価計算の基礎構造
　プロセス原価計算それ自体の基礎構造を考察しておきたい。具体的な研究材料としてArmin
Seiler（以下，　Seilerと記す）の論攻16を取り上げる。　Seilerは，図1をもって全部原価計算および
プロセス原価計算の構造を明示している。この図1から，原価場所別計算を経た共通費がさらに
部分プロセスに配分計算され，これが主要プロセスに統合され，最終的に個別費に加算されること
を看取することができる。
　さらに，共通費の増大という問題とともに，共通費の配分計算における関係値の問題および伝統
的な付加原価計算の割当計算における誤りというものが，以前より強い影響を及ぼしているという
見解を見て取ることができるのである。
　プロセス原価計算がどのような企業に適しているのか。Seilerはこの点に関して，次のような見
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図1
図：全部原価計算およびプロセス原価計算の構造
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解を表明している。すなわち，反復的活動の多い企業においては製品原価の高さにほとんど変化が
見られない。とはいえ，「特定の前提条件が変更され，ないしは，与件または数値が頻繁に適用変
更され，組み合わせられる企業」においては有効である。また，「個々の活動を多数取り扱うこ
と，どの活動にいくらかかるのかを求める」ことから，「プロセス原価計算はコスト・マインドを
促進する」。「（配分計算すべき）原価と当該製品ないしは顧客との因果関係」が存在する場合はプ
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ロセス原価計算は有効であり，逆に「給付数量中立的な原価を，付加率を介して製品に割当計算す
ること」は，プロセス原価計算の目的には適さないことが述べられているのである17。
　最終的に，Seilerはプロセス原価計算の導入それ自体を取り上げている。そこでは，5つの段階
が示されている。第1に「活動およびその原価を決定する」，第2に「コストドライパーの決定」，
第3に「プロセス原価率の算出」，第4に「主要プロセスの集約」，第5に「製品原価の給付単位
原価計算」である18。
　なお，Seilerの見解に加えて，　Martina　Schaffによるプロセス原価計算とアメリカ合衆国におけ
る活動基準原価計算（ABC）との比較を述べておきたい19。この比較に関して，特に留意しておく
べき点として，アメリカ合衆国における活動基準原価計算（ABC）が独自の原価計算アプローチ
であると位置づけられているのに対して，ドイッのプロセス原価計算は伝統的な原価計算の補完で
ある，すなわち制度上のものであることが明確に示されていることを挙げておきたい。
　以下では，病院「プロセス原価計算」導入論を具体的にみていくことにする。
　3　J．SchlUchtermannの見解にみる「プロセス原価計算」導入論の構造
　J6rg　Schltichtermann（以下，　SchlUchtermannと記す）は1992年の論攻において，1993年「医
療保険構造法」の施行前に，プロセス原価計算の構造と目標を示し，さらに病院におけるプロセス
の3つの事例を設定することによって，プロセス原価計算導入を必要視している20。結論として，
Schlnchtermannは病院へのプロセス原価計算を容認しているといえよう。さらに言えば，その背
景として1993年「医療保険構造法」の施行という事実の存在が以下のように明示されている。
「全体的に考察すれば，プロセス原価計算は弾力的計画原価計算のさらなる展開を示すので
ある。このプロセス原価計算は病院における原価計算上の問題性の思考アプローチに帰する
ものであり，さらに病院における原価計算のさらなる展開への貴重な刺激を与えることが可
能なものである。このことは，とりわけ1993年r医療保険構造法』において，1996年から
『特別診療報酬』と『症例一括概算額』が義務として規定されることになるといわれる事実
を背景としてみれば重要なことである。」21
　SchlUchtermannによる，病院「プロセス原価計算」導入論における重要点を明らかにした22。
次には，Kolbによる病院「プロセス原価計算」導入論を明らかにしておきたい。
　4　T．Kolbの見解にみる「プロセス原価計算」導入論の構造
　Thomas　Kolb（以下，　Kolbと記す）は1994年の論攻23の冒頭において，次の重要点を述べてい
る。第1に，1995年「連邦看護料金命令」における新たな診療報酬システムとして，特に「症例
一括概算額一覧」および「特別診療報酬一覧」の導入が挙げられている。第2に，かかる新たな
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診療報酬システムの転換が，個別の給付に総原価を発生原因に応じて関係付けることを必要視して
いることである。第3に，プロセス原価計算の計算方法が期間指向的および経過指向的に関係付
けられていることである24。
　Kolbは，プロセス原価計算の概念，構造および目標に関する見解を示している。とりわけ，「特
別診療報酬」および「症例一括概算額」の領域においてプロセス原価計算が用いられるという見解
が示され，さらにプロセス原価計算により正確な模写が行われるという前提が設定されていること
に注意をしておきたい25。
　このような見解を示した後，Kolbはプロセス原価計算を病院へ導入する処理方法を述べてい
る。その処理方法を示すにあたり，「症例指向的診療報酬としての『特別診療報酬』と『症例一括
概算額』の設定は，その給付のプロセス思考的考察を直接に強要する」と述べ，病院へのプロセス
原価計算導入を容易にする10段階の項目を示している26。
　Kolbの見解からは，「症例一括概算額」および「特別診療報酬」という給付指向的な診療報酬の
導入が当該領域にプロζス原価計算を必要視させていることを導出することができるであろう。問
題点が挙げられているものの，Kolbによれば，解決のための条件を設定することは可能であると
述べているのである。
　Kolbの見解における，病院「プロセス原価計算」導入論における「症例一括概算額」および
「特別診療報酬」とプロセス原価計算導入との関係に関する論点は，上記の通りである。
　5　病院「プロセス原価計算」の具体的事例
　以下では，6人の論者によって展開された病院「プロセス原価計算」の具体的事例に関する所説
を取り上げる。ここで注意しておきたいことは，上述のSchlUchtermannおよびKolbの論攻が，
病院へのプロセス原価計算導入の是非を問うという問題を設定していたのに対して，以下で取り上
げる論者は，既に病院へのプロセス原価計算導入を前提として見解を述べている点である。
　（1）病院プロセス原価計算論の展開
　まず最初に，Volker　AmelungおよびCarsten　M611er（以下，　Amelung・M611erと記す）の見
解27を明らかにしておきたい28。Amelung・M611erは，「プロセス原価計算の全般にわたる記述と並
んで，本稿は次のことを研究していくものである。すなわち，プロセス原価計算が，原価の，給付
に応じた関係付けに基づく『連邦看護料金命令』からの要求に応じることに関して，どの程度まで
適切であるのか，あるいは当該原価計算は，『症例一括概算額』および『特別診療報酬』の給付単
位原価計算に対して関係付けられるべきであろうか。」29と述べ，病院原価計算に関する法律および
命令の改正とプロセス原価計算導入との関係付けを試みている。
　その論攻において，Amelung・M611erは，プロセス原価計算の性格を前面に出し，実務への適用
を具体的に示している。そして最終的に，病院ごとの修正は必要としながらも，「我々の見解では，
病院においてもプロセス原価計算は目標を達成することになる」30と述べている。
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　この見解からは，Amel1皿g・M611erもまた，「症例一括概算額」および「特別診療報酬」に対し
て，プロセス原価計算の導入が適切であると位置づけている点が看取できよう。
　次に，他の論者による病院「プロセス原価計算」の具体的事例を挙げて，そこにみられるプロセ
ス原価計算の性格を検討していくことにする。そこでは，病院における「プロセス原価計算」導入
が既に既存のものとして認識されているのである。
　病院プロセス原価計算の具体的事例を挙げて，そこにみられるプロセス原価計算の性格を検討す
る際，「写像」論としての原価計算観および「創出」論としての原価計算観というものを，各論者
の見解から垣間みることができると考えるからである。そして，そのことから，プロセス原価計算
の性格を検討していくことにする。というのも，このようなプロセス原価計算の性格を，これまで
検討してきた病院「プロセス原価計算」導入論の根底におく必要があると考えるからである。
　②　ガイドライン作成における有用性
　Wolfgang　Birkner／Harald　Kothe－Zimmermann（以下，　Birkner・Kothe－Zimmermannと記す）
は，病院へのプロセス原価計算導入に関して，病院内での過程をプロセスとして認識することが重
要であるという見解を述べている31。かかる過程がプロセスとして認識可能であるならば，医療上
のガイドラインを口にすることができるという32。Birkner　・　Kothe－Zimmermannは，医療上のガ
イドライソを作成するに当たり，プロセス原価を計算する場合のプロセスに着目している。プロセ
ス原価計算を通じて病院が模写されるという見解を前提に据え，その機能に一定の有用性を認めつ
つ，プロセスという概念に重点が置かれているのである。
　（3）自製か外部委託かの意思決定に関する有用性
　Cordula　Hoffmann（以下Hoffmannと記す）は，最大限の介護をしている病院において，滅菌
セットの準備が病院それ自体の職員と外部サービス提供者との，どちらによって提供されるのが原
価上より有利といえるのであろうか，ということを問題として設定している33。
　Hoffmannの論攻において，この小論で問題視している「写像」または「模写」という記述はな
い。しかしながら，「プロセス原価計算は，個々のプロセスの原価の状況の，ないしはそれ自体の
給付生成の，非常に正確な判断を可能にする。」34という記述からは，プロセス原価計算を通じて原
価が正確に表現されるという観念，つまり「写像」論としての原価計算観を垣間みることができる
と思われるのである。
　（4）病院マネジメントに対する有用性
　次に，Andreas　Greulich／Manfred　Kalbitzer／GUnter　Thiele／Monika　Thiex－Kreye（以下
Greulich・Kalbitzer・Thiele・Thiex－Kreyeと記す）の共同論攻の見解をみていくことにする35。
　その記述において，次の点が明瞭に看取できる。病院におけるプロセスマネジメントが，プロセ
スモデル作成およびプロセス原価計算に重点を置いたものであることである。彼らの論攻において
は，「模写」という言葉が頻繁に用いられているが，これは，病院における作業の過程とはモデル
作成によって「模写」されるということを前提に据え，その出発点にはさらにモデル作成とプロセ
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ス原価計算との間に結合が存在することを位置づけていると思われる。
　さらに，彼らの見解においては前提事項として，プロセスの位置付けが行われている。すなわ
ち，「病院におけるプロセスマネジメントの概念は，プロセスモデル作成およびプロセス原価計算
という2つの重点を持ってプロセスを観察する手段である」という，プロセスとプロセス作成と
の関連ならびにプロセスとプロセス原価計算との関連という側面からの位置付けである。経過のビ
ジュアル化と原価計算上の評価との関係付けに関して言及されているのである36。
　かかる位置付けの後，プロセスのモデル化が取り上げられている。例として対象とシソボルとの
システマティックな採用を用いて，患者から見た完全な病院の治療というモデルを作成することが
挙げられている。プロセスモデル作成に当たっては，シソボルが用いられる点に注意しておきた
い37。
　Greulich・Kalbitzer　・　Thiele・Thiex－Kreyeは以上の前提の下に論理展開を行い，最終的には，プ
ロセス最適化に基づいて，そのために必要な人的資源および物的資源が定義されるならば，給付報
酬に応じたオーバーウェイトの場合，計画原価計算は構成可能であると結論付けている。「症例一
括概算額」および「特別診療報酬」の割当分が既に予算全体の大部分を形成する専門部門に関して
は，直ちに操業依存計画原価計算を実施することができるという見解を表明しているのである38。
　（5）価値創造的プロセス形式の論理
　Dorit　MUIIer（以下MUIIerと記す）の論攻は，病院において，経済上の圧力およびイノベーシ
ョンの速度から，医療上および管理上の領域における作業経過の根本的な編成替えが必要であるこ
とを述べている39。この編成替えに，プロセスが用いられているのである。すなわち，患者の治療
というプロセスが主要プロセスとして定義され，医療上および管理上の領域からの諸中核プロセス
が主要プロセスに支援的に影響することが述べられている40。このとき，どの諸中核プロセスがど
の職務領域で経過するのか，この点が重要項目として展開されている。価値創造の連鎖を通じて設
定された「プロセス」の必要性に従った責任領域の形成であり，これは階層に指向した職務分割と
いう要求の側面に従うものではない点が明示されているのである41。こうした点を含めた編成替え
のために，プロセス指向的な視角が必要とされ，最終的に編成替えの長所が示されている42。
　ここで留意しておきたいことは，「プロセス」というものがその論理の中心をなしているという
点である。
　（6）横断的プロセス形成の論理
　病院「プロセス原価計算」の具体的事例として，次にはプロセス分析に関するVolker　Amelung
／Heike　Horn／Jens　Ritter（以下Amelung・Hom・Ritterと記す）の見解43が取り上げられている。
　Amelung・Horn・Ritterは作業分析およびプロセス分析の概念に関する見解を述べた後，その方
法論を述べている。データ調査の方法として，デスクリサーチ，グループイソタビューおよび個別
インタビュー自己記録（Selbstaufschreibung），さらに観察および参画観察（teilnehmende
Beobrachtung）が挙げられている興。
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　こうして得られた調査の成果は，治療プロセスのビジュアル化，区域使用のビジュアル化，協働
者の作業分析および識別番号システムの展開という領域に集中させられている点が示されている45。
　Amelung　・　Horn・Ritterによる，以上のプロセス分析に関する展開に基づく見解からは，給付指
向的であるプロセス原価計算導入に先駆けてプロセス分析を行う場合，病院における給付提供の透
明性が欠けている点を指摘していることが看取できると考えるのである。
　（7）プロセス原価計算上の「プロセス」の意義
　以上の論者の見解からは，病院原価計算においてプロセス原価計算が「模写」機能を持つという
こと，すなわち「写像」論としての原価計算観が顕著に前面に押し出されていることが看取できる。
病院プロセス原価計算を適正な原価計算として社会的に認識せしめるために，「写像」論としての
原価計算観が所与の前提として位置づけられているものと考える。ここには，「連邦看護料金命令」
の改正による「症例一括概算額」および「特別診療報酬」に関して，プロセス原価計算の正当化を
試みている，各論者の意図を垣間みることができるのである。
　しかし，会計の一領域たる原価計算は「模写機能」のみでなく「言語機能」をも有していること
から，「写像」論としての原価計算観のみではなく，「創出」論としての原価計算観もまた，看過し
てはならないのである。「創出」論を背後に置いて「写像」論を前面に押し出すことによって，当
該原価計算（制度）の社会的合意化を可能ならしめていると考えられるのである。
　こうした分析視角から当該対象を吟味することにより「プロセス」それ自体の意味付けを行い，
「プロセス」の意味とプロセス原価計算の検討をその関連性という観点から試みた結果として，次
のような結論を得ることができる。
　プロセス原価計算は「プロセス」によってその機能を発揮する。この「プロセス」が実際のプロ
セスと合致する必然性は存在しない。特定の目的に奉仕する，プロセス原価計算によって算定され
る原価数値に対して，計算上の合理性を獲得せしめるところに「プロセス」の機能・役割がある。
よって，この「プロセス」が「作業分析およびプロセス分析」の結果として表明されても，それは
「プロセス」を通じて特定の原価数値に合意性を付与するためであって，実際のプロセスを明らか
にしているわけではない。プロセス原価計算上の「プロセス」と実際のプロセスとは似て非なるも
のであるからである。
　以上により，プロセス原価計算とは社会的合意化という目的の達成のために「写像」論として機
能し，さらに原価計算としての「言語機能」，すなわち「創出」論として機能することが看取でき
よう。プロセス原価計算の「創出」論的機能は，上記のように，「プロセス」による創出機能を前
提に据えているものと考える。
V　病院への「プロセス原価計算」導入論の根底
　以上，プロセス原価計算の性格の一端が明らかにされたと考える。次には，こうした観点からみ
た，病院への「プロセス原価計算」導入論の意義についての考察を試みることにする。
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　上で扱った各論者の見解を分析することを通じて，1993年「医療保険構造法」における「病院
財政法」第17条第2a項において新たな診療報酬システムの導入が規定されたこと，さらに，1995
年「連邦看護料金命令」第11条において新たな診療システムが具体的に示されたこと，この2点
が明らかになった。
　こうした制度上の規定をもって，病院における診療報酬システムの転換が義務付けられた。かか
る転換により，新たな診療報酬システムがその中心点に位置することになる。学説上，新たな診療
報酬は，給付指向的な診療報酬であると位置づけられているのである。かくして，給付指向的な原
価計算として，プロセス原価計算が導入されたとみなすこともできるであろう。
　こうした観点に立つ限り，プロセス原価計算およびプロセス分析があたかも病院を模写し，正確
な写像を提供しているという結論が導出されるかもしれない。しかし，このような「写像」論とし
ての原価計算観は，社会的合意化のために存在するといえよう。かかるアブm一チにより，病院の
収入に対して合理的な理由付けが行われ，合意化を形成せしめると考えることができる。
　他方，視点を転じて，プロセス原価計算が病院へ導入されることの意味を，プロセス原価計算の
「創出」論としての性格から考えるならば，次のような考察が可能となる。病院における「プロセ
ス」が，上述のように新たな価値を創造する機能もつのであれば，この「プロセス」を用いる原価
計算は，新たな価値創造機能を持つ原価計算であるとみなすことができることになるのである。
　ここで，この小論において特に重要な考察対象に据えている「症例一括概算額」および「特別診
療報酬」について言及するならば，その項目を作成するという創造機能がまず存在し，次いで連邦
次元で「一覧」における点数の算定および州次元で単価を協定するという，項目の作成および金額
の決定の2段階での創造機能が存在することになる。具体的には，連邦次元で「一覧」における
項目ごとの点数が，州次元で協定される単価に乗ぜられる点がこれに当たるといえよう。すなわち，
1993年「医療保険構造法」における「病院財政法」および1995年「連邦看護料金命令」という制
度の施行によって，当該診療報酬が規定されるが，算定の概念も算定に必要な数値も，「創出」的
な機能によって導出されていると考えることができよう。
　病院は1993年「医療保険構造法」における「総原価補償主義原則」の破棄によって，病院の事
前計算される総原価が，公的補助金および看護料金からの収入によって補償されないことになる。
しかし，「医療保険構造法」を通じて，医療上の給付に応じた収入の請求権を得ることが指摘され
ていることから，こうした創造機能により，「総原価補償主義原則」に替えて，プロセス原価計算
を通じて収入が補償されるという機能を看取できると考える。
　上掲の病院「プロセス原価計算」の具体的事例において取り上げた学説においては，この「症例
一括概算額」および「特別診療報酬」に関して，プロセス原価計算は一定の条件の下に適用可能で
ある，または適用されることが既に前提として論理展開されている。換言すれば，「症例一括概算
額」および「特別診療報酬」は，学説上，プロセス原価計算と関連づけられているのである。上記
の「創出」論的機能に関して述べるならば，あたかも「模写」された原価に基づいて看護料金を規
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定しているように示しながらも，その算定方法には当事者間の交渉という，当事者にとって必要な
看護料金の協定が行われるのである。つまり，必要な看護料金が保障されることになるわけであ
る。これまでの分析からは，このような学説の役割，すなわち看護料金の「症例一括概算額」およ
び「特別診療報酬」とプロセス原価計算とを結びつける装置としての役割を，より明確に認識する
ことができるのである。では，何故に学説は，こうした役割を担う装置として登場してきたのであ
ろうか。以下では，むすびとして，病院「プロセス原価計算」の制度性を明らかにしていくことに
する。
V［　ドイツ病院「プロセス原価計算」の制度性　一むすび一
　何故に，学説によって「症例一括概算額」および「特別診療報酬」が給付指向的な看護料金とし
て位置づけられ，さらにこの看護料金へのプロセス原価計算の適用が導出されたのであろうか。こ
の点に関しては，「症例一括概算額」および「特別診療報酬」の規定内容にその根底を見出すこと
ができると考える。
　そこで，これらの看護料金の算定方法を規定している1995年「連邦看護料金命令」第11条およ
び第16条の条文を提示する。
．〈1995年「連邦看護料金命令」第11条〉
　「症例一括概算額及び特別診療報酬
　　（1）症例一括概算額を以て，付録1で決定された又は州次元で第16条第2項に従って取
　　　決められた治療事例に関する一般的な病院給付の報酬が支払われる。
　　（2）特別診療報酬を以て，付録2で決定された又は州次元で第16条第2項に従って取決
　　　められた複雑な給付を伴う治療に関する病院給付の一部の報酬が支払われる。この報酬
　　　は，給付区分の枠組みにおいて，特に，給付及び原価計算明細書のシートK1第1号
　　　乃至第4号及び第14号に従った原価費目を包含する。第2文から乖離して，第16条第
　　　2項に従った協定における血液凝固剤による血友病患者の治療に関する特別診療報酬
　　　は，この薬剤の報酬支払に基づいて限定される。
　　（3）契約当事者は，病院財政法第18条第1項第2文に示された利害関係人（州次元の契
　　　約当事老）により第16条に従って取決められた報酬の金額に拘束される。契約当事者
　　　は，次に掲げる各号のいずれかのために必要である場合に限り，この症例一括概算額及
　　　び特別診療報酬の個々に関して報酬増額を取決める。
　1．病院が，経済的経営管理を実施している場合で，症例一括概算額及び特別診療報酬を以
　　て清算されるべき給付を総じて損失なしには提供できないときに，必要に応じた住民扶助
　　を確保すること，又は，
　2．給付の提供が，その他の点では経済的経営管理を実施している場合で，建築上の与件に
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　基づいて損失なしには提供できないときに，合意契約第3条に示されている領域の病院
　の場合について必要に応じた住民扶助を確保すること。このことは，医療保険構造法第
　14条に従った病院投資計画の有効期間中，2004年12月31日まで適用される。
　報酬増額は，上記各号について，診療報酬の100分の30を超えてはならない。契約当事者
は，次に掲げる各号のいずれかを適切に考慮するために必要である場合に限り，症例一括概
算額及び特別診療報酬に関して報酬減額を取決める。
1．病院の特別の与件，そして，入院緊急扶助に加入していない部門で症例一括概算額を介
　して清算が行われる部門の特別の与件，又は，
2．専門病院及び院内部門並びに派遣医師専従の病院及び部門の，異常に僅かな種類の給付
　に限定された当該給付の提供。
　（4）社会保障法典第5編第137条に基づく品質保証措置に関与している場合に限り，個々
　　の症例一括概算額及び特別診療報酬に対する報酬増額を取決めることができる。
　（5）主に症例一括概算額を以て給付額を算出する病院又は部門の場合には，報酬増額を介
　　して，それらに割合に応じて分配される原価で病院財政法第17条第4a項第2文に従っ
　　た調整額を含む病院財政法第2条第1a項に示されている教育訓練所の原価が融資され
　　る。算入されるべき場所の原価を上回る場合に限り，このことは，第9条第2項に従
　　って算入される老に関する教育訓練報酬の原価に準用される。
　（6）主に症例一括概算額を以て給付額を算出する病院，部門又は第13条第2項に従った
　　施設の場合には，これら組織単位の症例一括概算額の統一的な報酬減額を介して，それ
　　らに分配される控除額で第7条第2項第2文第4号及び第5号に従った自由診療上の
　　給付に関する控除額が差引かれる。
　（7）助成を受けていないか又は部分的に受けている病院の場合には，症例一括概算額及び
　　特別診療報酬に関する報酬増額は，第8条に従って看護料金と認められる原価の融資
　　を可能にするために取決められなければならない。病院財政法第17条第5項は，これ
　　により妨げられるものではない。
　（8）暦年1995年ないし1997年において，看護料金期間に分配される収入で第11条第3項に
　　従った報酬増額及び報酬減額を含む，症例一括概算額及び特別診療報酬に帰する収入
　　が，第12条第2項第1文又は第4文に従った事前計算上の収入と100分の15以上（帯域
　　幅）乖離しているときは，これを上回る収入超過額又は収入不足額は，100分の50まで
　　調整されなければならない。第12条第5項に従った報告金額が第1文に従った帯域幅
　　の金額よりも高いときは，調整は，この高い報告金額から最初に開始される。第11条
　　第2項第3文に従った血友病患者の治療に関する特別診療報酬に帰する収入は，調整
　　されない。契約当事者は前以て，100分の50に代えて，これとは異なる百分率を取決め
　　ることができる。その調整額は，翌看護料金期間のモ算を介して相殺されなければなら
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ない。看護料金交渉に際して調整額が未確定であるときは，内払金額は，調整に基づく
報酬減額支払として考慮されなければならない。主に症例一括概算額を以て給付額を算
出する病院又は部門は，報酬増額又は報酬減額を介して，その割合に応じて，調整額を
症例一括概算額にまで引上げる。」46
〈1995年「連邦看護料金命令」第16条〉
　「州次元の協定
　　（1）第11条に従った症例一括概算額及び特別診療報酬の金額を決定するため，契約当事
　　　者に関して効力を有する州次元の契約当事者は，それぞれ，診療報酬の人件費部分及び
　　　物件費部分に関する，州全体に適用される単価（Punktwert）を取決める。これに応じ
　　　て，第3条乃至第6条に従った測定基礎（Bemessungsgrundlagen）が顧慮されなけれ
　　　ばならない。合意契約第3条に示されている領域においては，人件費部分に関する単
　　　価は，より低く取決められる。但し，連邦勤労者賃金契約に従った報酬支払の金額が，
　　　その他の連邦領域に適用される金額を下回る場合に限る。
　　（2）州次元の契約当事者は，契約当事者に関して効力を有する翌暦年に関して，付録1
　　　及び2において決定されている給付を超えて，他の治療事例及び複雑な給付に関す
　　　る，州全体に適用される症例一括概算額及び特別診療報酬を取決めることができる。そ
　　　の際，第26条に従ったモデル計画に帰する経験が考慮されなければならない。これら
　　　診療報酬に関しては，点数（Punktzahl）の形式での評価関係（Bewertungsrelation）
　　　が取決められなければならない。第1項第1文に従った単価は，これら診療報酬に関
　　　する科学的根拠を取決めるものとする。
　　（3）州次元の契約当事老により，契約当事老に関する効力を以て，宿泊施設及び給食に関
　　　する州統一の一括診療報酬の協定が追及されなければならない。それは，第13条第3
　　　項に従った基礎看護料金の構成要素である。診療報酬には，病室に帰属計算されるべき
　　　割合に応じた水道光熱費，標準清掃費及び宿泊に伴って発生するクリーニソグ費用並び
　　　に調理場代及び食料品代を組入れなければならない。投資コストの助成を受けていない
　　　病院は，関係付けられない。協定においては，どのように診療報酬の根拠に据えられる
　　　原価を限定しなければならないかが，確定されなければならない。
　　（4）州次元の契約当事者は適宜，契約当事者に対して，単価及びこれから生じる診療報酬
　　　額，第2項に従って取決められる診療報酬及びその評価関係及び診療報酬額並びに第3
　　　項に従った診療報酬を，その認可後（第20条）に告知する。このことは，第4条第3
　　　項に従った原価の区分に関しても準用される。
　　（5）第1項乃至第3項に従った協定は，毎年8月31日までに締結されなければならな
　　　い。州次元の契約当事者は，当事者が文書により要請した後，遅滞なく交渉を開始す
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　る。協定は，交渉に関与した当事者間の合意により成立する。それは，文書により締結
　されなければならない。この時点までに第1項に従った協定が成立しないときは，州
　次元の契約当事者の申立てにより，仲裁機関が遅滞なく単価を確定する。
（6）単価の協定の根拠に据えられた仮定に著しい変更が生じたときは，州次元の契約当事
　者の求めに応じて，経過看護料金期間の残余期間に関する当該の単価が新たに取決めら
　れなければならない。州次元の契約当事者が交渉の開始を要請した後6週間以内に協
　定が成立しないと。」47
　ここに提示した「命令」のうち，1995年「連邦看護料金命令」第16条第3項には特に注意して
おく必要がある。というのも，その「協定においては，どのように診療報酬の根拠に据えられる原
価を限定しなければならないかが，確定されなければならない。」という文言からは次のことを導
き出すことができるからである。
　1995年「連邦看護料金命令」第16条においては，新たな診療報酬を算出するための，州次元に
おける単価に関する協定を行うことが規定されている。その際，「協定においては，どのように診
療報酬の根拠に据えられる原価を限定しなければならないかが，確定されなければならない。」と
いう文言は，換言すれば，診療報酬の根拠に据えられる原価が限定される，すなわち契約当事者間
で原価を「創出すること」が，「連邦看護料金命令」において規定されているものと考えることが
できよう。
　では，こうした規定とプロセス原価計算との関わりとは何か。
　プロセス原価計算は，前述のように領域横断的なプロセスを決定することが「創出」論としての
機能を有し，さらにそのプロセスを用いた原価計算それ自体にも，「創出」論としての機能を有す
る原価計算の性格が存在するといえよう。すなわち，1995年「連邦看護料金命令」第16条第3項
において制度上規定された原価の在り方が，極めて強い「創出」論的機能を有するプロセス原価計
算を必要としたのであると考えらるのである。
　さて，1995年「連邦看護料金命令」によって規定された「症例一括概算額」および「特別診療
報酬」の算出方法を示せば，下記のような数式となるであろう。
連邦統一的な「一覧」に基づく点数×州統一的な単価（契約当事者間の協定により決定）
　連邦統一的な「一覧」に基づく点数は，「症例一括概算額一覧」および「特別診療報酬一覧」か
ら見て取ることができる。しかし，他方，州統一的な単価は，プロセス原価計算を用いてそれが創
出されることから，契約当事者が必要とする看護料金が算出されることになるのである。
　さらにいえば，1995年「連邦看護料金命令」第11条第3項において，「症例一括概算額」および
「特別診療報酬」の個々に関して損失なく給付提供ができない場合に増額を認めていることからも，
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新たな診療報酬システムが，病院の収入を補償するシステムであることを垣間みることができるで
あろう。
　かくして，協定を通じて，疾病保険金庫の保険料率が急激に上昇することを防ぎ，その一方にお
いて，病院に必要な看護料金をプロセス原価計算によって確保することを通じて同料金の下落をも
防ぎ，保険料率の安定という1993年「医療保険構造法」の目標達成が企図されたものとみること
ができるのである。
　以上により，「病院プロセス原価計算」はドイツにおいては，法律および命令に基づいて規定さ
れ，その制度的役割の遂行上，社会的合意化のために「写像」論として機能し，さらにこの場合に
は病院の収入確保および保険料率の安定という社会的必要性の観点から「創出」論として機能して
いるものと認識することができるのである。なお，この「創出」的な原価計算の制度構造の意義に
ついては，病院監査の側面からの考察も不可欠と考える。この点については今後の研究課題とした
い。
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